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本 年 度 前 年 度 比 較
伸 び 率
（ ％ ）

15,634,000 15,910,000 △ 276,000 △ 1.7

5,295,000 6,522,000 △ 1,227,000 △ 18.8

412,000 373,000 39,000 10.5

3,340,000 3,269,000 71,000 2.2

6,000 5,700 300 5.3

1,006,000 996,000 10,000 1.0

178,000 177,000 1,000 0.6

10,237,000 11,342,700 △ 1,105,700 △ 9.7

1,369,381 1,418,200 △ 48,819 △ 3.4

27,240,381 28,670,900 △ 1,430,519 △ 5.0

砂 沼 サ ン ビ ー チ

計

水 道 事 業 会 計

合 計

平 成  ３０  年 度 予 算 総 括 表

（単位 千円）
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議案第２５号

　　　平成３０年度下妻市一般会計予算

　平成３０年度下妻市一般会計予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５，６３４，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」に

　よる。

第２条　地方自治法２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、

　「第２表　継続費」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

　限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、

　５００,０００千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の

　金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(１)　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係

　　　る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

　　　用。

　　　平成３０年２月２３日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　　稲　葉　本　治

　（継続費）

一般　－1－ 







款 項 事　　　　　業　　　　　名 総　　　額 年　　　度 年　割　額

平成３０年度 3,548

平成３１年度 2,703

計 6,251

第   ２   表   　　　継     続     費

（単位 千円）

３．民生費 ２．児童福祉費
子ども・子育て支援事業
計画策定支援業務委託

6,251

－6－



（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

農 業 農 村 整 備 事 業 22,200 4.0％以内

農 業 基 盤 整 備 促 進 事 業 10,000

農 山 漁 村 地 域 整 備 事 業 9,000

鬼怒若宮戸地区排水路整備事業 17,500

道路整備事業 （ 南原 ・ 平川戸線 ）
＜ 合 併 特 例 債 ＞

96,400

道 路 整 備 事 業 （ 南 部 環 状 線 ）
＜ 合 併 特 例 債 ＞

103,800

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 ２ １ ８ 号 線 ）
＜ 合 併 特 例 債 ＞

37,600

道路整備事業 （市道 １ ４ ８ １ 号線 ） 19,000

道 路 整 備 事 業 （ 市 道 １ ０ １ 号 線 ） 24,100

道路整備事業（市道１０４・２１９３号線） 13,500

橋 梁 整 備 事 業 28,300

江 連 都 市 下 水 路 整 備 事 業 14,100

防 火 水 槽 建 設 事 業 4,800

下 妻 中 学 校 改 築 事 業 254,300

災 害 援 護 資 金 貸 付 事 業 2,600

第   ３   表      　　地   　　方  　　 債 

政府その他の
金融機関の資
金については、
その融資条件
による。ただし、
財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を
短縮し、もしく
は繰上償還又
は低利に借り
換えることがで
きる。

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

　
普通貸借
又　は
証券発行

一般　－7－



（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

4.0％以内

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 1,267,200

臨 時 財 政 対 策 債 610,000

　
普通貸借
又　は
証券発行

政府その他の
金融機関の資
金については、
その融資条件
による。ただし、
財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を
短縮し、もしく
は繰上償還又
は低利に借り
換えることがで
きる。

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

－8－







































































































































































































































































（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

（単位　千円）

給与改定に伴う増減分

区 分

昇給に伴う増加分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

給 料

備 考説 明

その他の増減分

2,160 給料の改定率　　　　　 0.19％

平均昇給率　　　　　　　1.25％

制度改正に伴う増減分

1,889

12,514

△ 12,243

職 員 手 当 14,987

△ 2,015

12,972

その他の増減分

－268－ 給与費　－269－



ア.　職員1人当り給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ.　初　任　給

高 校 卒

大 学 卒

一般行政職

306,391

327,726

41.09

311,872

335,034

42.02

平 均 給 料 月 額

（３）　給料及び職員手当の状況

平 均 給 与 月 額

区 分

30年 １月1日現在

29年 １月1日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

区 分

147,100

一般行政職(円） 技能労務職（円 ）

144,500

179,200

技能労務職

340,560

343,620

57.03

340,580

343,640

58.03

技能労務職（円）

144,500

国 の 制 度

147,100

179,200

一般行政職（円）

－270－



（級別の標準的な職務内容）

区 分

3

構成比（％）

40.0

100.0

100.0

60.0

職員数（人）

2

5

5

40.0

100.0

就3級

14.1

3.3

7.3

9.1 就5級

就4級

17.8

一般行政職 技能労務職

級

就1級

就2級

構成比（％）

8.4

職員数（人）

42

27

275

23

49

110

39

25

20

計

4級

29年１月1日 現在

5級

計

1級

6級

7級

2級

3級

30年１月1日 現在

4級

5級

1級

2級

3級

主事係長・主幹  主事

2級7級 3級6級

次長・課長部長

1級

9

5級

9

115

34

27

10.0

3

2

就1級

計

就4級

就2級

就3級

40.0

4級

計

就5級 60.0

15.6

一般行政職 課長･補佐

12.6

ウ.　級別職員数

区 分

6級

7級

級

10.0

42.9

15

269

補佐・係長
・主査

5.6

100.0

3.3

給与費　－271－



　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 281 276 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 271 266 5

4号給 （人） 204 200 4

6号給 （人） 54 53 1

8号給 （人） 13 13

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 96.4 96.4 100.0

　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 280 275 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 271 266 5

4号給 （人） 204 200 4

6号給 （人） 54 53 1

8号給 （人） 13 13

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 96.8 96.7 100.0

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

号 給 数 別 内 訳

合 計

号 給 数 別 内 訳

エ.　昇給

区 分

前

年

度

本

年

度

－272－



本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の 者
（月分）

支 給 率 等 25.556 調整額加算措置

国 の 制 度
（支給率等）

24.586 調整額加算措置

キ.　地　域　手　当

（％）

（人）

（％）

オ．　期末手当・勤勉手当

区 分

支給期別支給率
支給率計
(月分）

職務上の段階、職務の
備考

6月(月分） 12月(月分）
等級による加算措置

2.125 2.275 4.400 有

2.075 2.225 4.300 有

2.125 2.275 4.400 有

区 分
25年勤続
の 者

35年勤続
の 者

最高限度
その他の加算措置等 備 考

 （月分） （月分） （月分）

34.582 49.590 49.590
定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

33.270 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
（3％～45％加算）

支 給 対 象 地 域 無

支 給 率 0

支 給 対 象 職 員 数 0

国の指定基準に基づく支給率 0

給与費　－273－



ク．  特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.01 0.01 0.00

代表的な特殊勤務手当の名称

差 異 の 内 容

同

同

全 職 種
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

（％）

区 分
代 表 的 な 職 種

1.81 0.001.78支 給 対 象 職 員 の 比 率

ケ．  そ の 他 の 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

　変則勤務業務、犬猫死体処理業務

国 の 制 度 と の 異 同

同

－274－



国県支出金  地 方 債  その他

平成29年度 7,589 7,589 7,589 7,589 30.0

平成30年度 17,706 17,706 17,706 17,706 70.0

計 25,295 25,295 7,589 17,706 25,295 100.0

平成30年度 3,548 3,548 3,548 3,548 56.8

平成31年度 2,703 2,703 2,703 43.2

計 6,251 6,251 3,548 3,548 2,703 100.0

市庁舎等建設基本計画策定業務委託

当該年度

末までの

支　出

予定額

翌年度

以　降

支　出

予定額

継続費の

総額に

対する

進捗率(%)

（２）継続費についての前前年度末までの支出額、 前年度末までの支出額又は支出額

　　　　　の見込み及び当該年度以降の支出予定額並び に事業の進行状況等に関する調書
（単位　千円）

款 項

前前年度

末までの

支出済額

前年度末

までの

支　出

見込額

当該年度

支　出

予定額

事 業 名

全 体 計 画

３．民生費 ２．児童福祉費
子ども・子育て支援事業計画策定支援
業務委託

年 度 年 割 額

左  の  財  源  内  訳

特   定   財   源
一般財源

２．総務費 １．総務管理費

－276－    継続費　 －277－



（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

5年 度 か ら

29年度 ま で

5年 度 か ら 30年 度 か ら

29年度 ま で 41年 度 ま で

5年 度 か ら 30年 度 か ら

29年度 ま で 38年 度 ま で

5年 度 か ら 30年 度 か ら

29年度 ま で 38年 度 ま で

25年度 か ら 30年 度 か ら

29年度 ま で 31年 度 ま で

18年度 か ら 30年 度 か ら

29年度 ま で 35年 度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で
住民情報系システム使用料（子育て支援課分） 318 207 53

住民情報系システム使用料（保険年金課分） 558 368

5330　年　度

住民情報系システム使用料（福祉課分） 318 207 53 5330　年　度

93 9330　年　度

住民情報系システム使用料（くらしの窓口課分） 318 207 53 5330　年　度

住民情報系システム使用料（市民課分） 13,472 2,566 642 64230　年　度

住民情報系システム使用料（収納課分） 966 612 153 15330　年　度

住民情報系システム使用料（税務課分） 6,118 3,914 979 97930　年　度

住民情報系システム使用料（総務課分） 1,115 736 185 18530　年　度

下妻市小学校送迎バス業務委託 45,701 33,437 8,359 8,35930　年　度

下妻市幼稚園送迎バス業務委託 48,422 38,172 9,543 9,54330　年　度

やすらぎの里公園用地借上料 102,546 64,423 38,123 38,123

2,083霞ヶ浦用水国営付帯県営かんがい排水事業県負担金 5,824 3,741 2,083

80,508 56,149

国・水資源機構営霞ヶ浦用水事業県負担金 855,649

国営霞ヶ浦用水事業土地改良区負担金

30　年　度

56,149

霞ヶ浦用水国営付帯県営かんがい排水事業土地
改良区負担金

87,324 62,041 25,283 25,283

霞ヶ浦用水国営付帯団体営かんがい排水事業
土地改良区負担金

136,657

457,796 200,118 257,678 257,678

776,265 591 16 575

一般財源

下妻市開発公社が金融機関に対する債務の損失
補償

下妻市開発公社が
金融機関より借り入
れる資金2,000,000
千円に対して下妻
市が元金利子に対
する損失補償

平成30年度以降
損失補償限度額
の範囲内

全　　額

（３）債務負担行為で翌年度以降にわたるもの についての前年度末までの支出額

又は、支出額見込及び当該年度以降の 支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

－278－ 債務　－279－



（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

26年度 か ら

29年度 ま で

30年 度 か ら

33年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

31年 度 ま で

30年 度 か ら

39年 度 ま で

30年 度 か ら

32年 度 ま で

30年 度 か ら

32年 度 ま で

20,463

30　年　度

30　年　度

30　年　度

30　年　度

30　年　度 2,111

63,546

29　年　度

29　年　度

29　年　度

29　年　度

29　年　度

1,832

2,706 2,706

ＬＥＤ防犯灯借上料 63,546 63,546

875

2,706

敷地維持管理委託（千代川体育館及び千代川運
動場・砂沼球場・運動公園）

20,463 20,463

2,229

千代川緑地公園維持管理委託

7,146 2,111

議会だより印刷製本

29　年　度

6,902 4,507

議会録調製委託

1,888

小貝川ふれあい公園上流コアゾーン管理委託

1,88829　年　度

砂沼広域公園遊歩道管理委託 12,906 8,424 8,42429　年　度

3,720

4,212

4,50729　年　度

小貝川ふれあい公園中流・下流コアゾーン管理
委託

20,388 6,685 13,371 13,371

2,254

1,750

小貝川ふれあい公園スポーツゾーン管理委託 8,941 2,938 5,875 5,875

砂沼庵日本庭園管理委託 2,712 1,750

5,242

観桜苑管理委託 26,001 8,532 17,064 17,064

多賀谷城跡公園管理委託 7,969 2,621 5,242

24,359

働く婦人の家敷地等管理委託 3,832 2,506 2,506

29　年　度
観光交流センターさん歩の駅サン・ＳＵＮさぬま
指定管理料

30,000 5,641 24,359

29　年　度 1,253

住民情報系システム使用料（農政課分） 318 207 53 53

住民情報系システム使用料（生活環境課分） 344 207 53 53

住民情報系システム使用料（保健センター分） 350 213 53 53

事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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現在高並びに前年度末及び

１．　普　　　　　　通　　　　　　債 11,878,118,671 13,357,935,089 654,600,000 872,228,417 13,140,306,672

　（１）　総　　　　　　　　　務 752,385,161 690,738,717 89,959,361 600,779,356

　（２）　農　　　　　　　　　業 590,906,440 556,257,590 58,700,000 70,074,478 544,883,112

　（３）　土　　　　　　　　　木 5,130,928,478 5,481,222,840 336,800,000 365,816,152 5,452,206,688

　（４）　公 　 営　   住　  宅 61,418,648 41,425,487 12,892,131 28,533,356

　（５）　消　　　　　　　　　防 67,688,568 75,037,140 4,800,000 11,671,428 68,165,712

　（６）　教　　　　　　　　　育 5,274,791,376 6,513,253,315 254,300,000 321,814,867 6,445,738,448

２．　災   害   復   旧   事   業 164,000,000 163,300,000 9,900,000 153,400,000

３．　そ　　　　　　の　　　　　　他 8,371,907,743 8,374,367,816 612,600,000 647,429,087 8,339,538,729

　（１）　災害援護資金貸付事業債 35,202,912 32,767,170 2,600,000 1,383,267 33,983,903

　（２）　上 水 道 事 業 出 資 債 81,439,343 68,791,792 12,816,721 55,975,071

　（３）　減  税  補  て  ん  債 221,906,811 174,467,896 47,999,978 126,467,918

　（４）　臨 時 税 収 補 て ん 債 19,728,765

　（５）　臨 時  財 政 対 策 債 8,013,629,912 8,098,340,958 610,000,000 585,229,121 8,123,111,837

合 計 20,414,026,414 21,895,602,905 1,267,200,000 1,529,557,504 21,633,245,401

　　　　　　　（４）地方債の前前年度末における

　　　　　　　　　当該年度末における現在高の 見込みに関する調書

（単位　円）

区 分
前 前 年 度 末 前 年 度 末

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額現 在 高 現 在 高 見 込 額
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